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権，悪くとも SPDと CDU;CSU (キリスト教民主同盟/キリスト教社会同
盟)の連立政権を皇んでいたが，フランクフノレト経済協議会での論戦を通じ ζ
両党の対立は決定的となり， CDU被用者翼の努力にもかかわら rCDU;CSU 















ックロイは1950年4月7問両経営協議会法を本来の形で発効させた。 H.Th um， Mitbestu町叩ng
同 derMontanind-山 trie，Stuttgart， 1982， S..39 
4) G. Muller-List， Die Entstel】uugder Montanmitbestimmung， in: W. Forst (Hrsg.)， Z削
schen Ruhr是ontrolleund Mitbestimηtung. Koln， 1982， S. 131-134; Der Arbeitgeber. vom 
15. Januar 1950， S.22; E. Potthoff， Dei kampf um die Montanmitbestimmung， Koln， 1957， 


























7) Vg1. Der Arbeitgeber. vom 1. August 1950， S.16-2Z.; Muller-List， otロt.，S. 134 なお
この聞に DGBと使用者団体は相次いで彼らの主張を公にした。 VgI.Der Arbez"tgeher、om1 
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的 経済委員会問題は 歩も進展せず，経営協議会の共同決定権も交捗最終日に扱われただけで実
質的な話Lあいはなされなかった。 DerArheitgeber. vom 1. August 1950， S.19-21 
9) lbid.， S.18 























が， CDU /CSUは労使トップ交渉の妥結に期待をかけ ζおり， (1)の監査役会
構成については DGBの妥協案を支持していた'"。したがって， DGD がこの
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さて， CDU案・ SPD案に続いて B月には労働省案が， 10月には政府案凶が
出され，後者は連邦議会に送付された。労働省実は監査役会被用者代表を全体
の三分のーとし，その半数まで組合代表が占めうるという内容だったが山，
12) Antrag det Fraktion der SPD. Entw百 feines Gesetz巴S ZU1: Neuordnung der Wirtschaft 
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株主の利害を代表する有価証券所有保護協会 (Arbeitsgemeinschaftder Scbu 
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モデノレを屍止する考えはなかったし， コンツェノレ Y .7~ ~合同製鋼のゾーノレは 11
番目の監査役を経営側lが占めるという修正案を考え亡いた。また有価証券所有
保護協会会長シュミッ Iも鉄鋼業モデノレの石炭業への拡大を支持していたとい
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DGB 執行部は拒否~，使用者団体や政府に対~，当国他産業への拡大意志の、gung叩 derB削 desrepubltk.Bd. 1. Munchen， 1960， S.188-195 なお 花見官、「労醐組合
の政治的役割J1965年 372-380ベー ジも見よ。
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19 Iこ。
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Thum， op. cit.， S.86 
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ではそンタン共同決定法に比べ被用者の権利が幾分弱められている。 Vgl.Pouhoff.， ot. cit.， S 
81-132 なおそンタン共同決定法成立と靭を接して4月12日に連合国高等弁務官府の協議により
そンタン産業の株式交換が訣定 旧来の所有関保が復活したの
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37) Ibid.， S.2 
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40) Ibid" S. 6 
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ある。 DGBり立場に最も近い SPDは野党となり， SPDに頼っていては彼ら
の要求は何一つ実現しそうになかった。また政治潮流の克服という統一組合の

















会が労使同数構成で設置されたの Thum，0.ρcit.， S.120-122. 
45) ζれらの会談について FDP党首プりュッヒや はァデナウア を公然と批判7 連立政権解消
























詞という執行部(/JJj封は大きくゆらいでいた。 Ibid.，S. 126-132 
46) Schmidt， op. C!ι， S.208. 
47) 久保敬治「ドイツ経営事抑制度ム昭和31年， 148ベ ジc
48) 5月26日， ドイツ条約調印。これは1954年10月23日パリ議定書で確認され)1955年5月5日正
午をもって英米仏による酉ドイツの占領は終了した。 5月27日， ヨ ロッパ防衛共同体設立条約
調印。毒加国は西ドイツ・フランス イタりア ベネルックス三国。 たお1954年8月フランス議
会はこれを批准せす1同条約は流産した。
19) Hirsch-Weber， op. cit.， S.103 f. 
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を失う 方.CDU /CSUは104議席増7)243議席をえて連割強会の過伴数を制した。 SPDも議
席を増やしたもののlb2議席にとどまり二次政党の差は大幅に開いた。
西ドイツ共同決定制の形成 (315) 95 
に見通せるものであったといえよう。経営体市司法成立後 DGB委員長フェッテ
が再選されなかったことは明らかに組合内の執行部に対する不満の高まりを示
している。しかし彼を破って委員長になったフライタークも従来の路線を大き
く逸脱することはなかった。確かに DGB内部にほ CDUjCSUへの批判が強
まり，第2団連邦議会選挙で DGBは公然と SPDを支持する。だがこれは
DGB内の CDUjCSU系被用者の反発を事び起こし，統一組合分裂の危機に
至るのである。
経営体制法は監査役会構成や経営協議会の権利などの点では旧来の法律より
も被用者の権利を払大し Cいる。しかし組合の権利はほぼ全面的に否定されて
いる。この点では同法は戦後各州で制定された経営協議会法より後退しており，
1920年経営協議会法の水準に回帰している。もちろん，この法律で組合の企業
内活動がすべて阻止されたわけではなし、。職場委員を通じての組合運動の活性
化は不可能ではない。だが，同法が組合運動が後に犬いに悩tfことになる「企
業内に足場を持たない組合」という事態に少なからず影響を与えたのも事実だ
ろう。第二次大戦後激しく戦わされた共同決定論争はモンタン産業とそれ以外
の産業での共同決定権の大幅な相違とし、う緊張要因をはらみつつも， 1952年に
一応の帰結を見い出したのである。
(1986年1月B日稿〉
